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(単位：百万円）

借　　　　　方 貸　　　　　方

＊このバランスシートは、総務省が公表した「地方公共団体の総合的な財政分析

に関する調査研究会」に示された方法により作成しています。

※債務負担行為に係る補償費等 ①物件の購入等に係るもの
②債務保証及び損失補償に係るもの
③利子補給等に係るもの
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資産の部 〔将来にわたり公共サービスを提供できる価値〕

1　有形固定資産 〔土地・建物等〕�
　　総務費〔庁舎等〕� 1,318�（1,352）
　　民生費〔保育園・地域福祉会館等〕�    1,046�（1,071）
　　衛生費〔美化センター・保健センター等〕�    113�（120）
　　労働費　�    0� （0）
　　農林水産業費〔農道・林道・漁港等〕�    1,431�（1,492）
　　商工費〔こごめの湯等〕�   265�  （287）
　　土木費〔道路・河川・区画整理・公園等〕�    12,393�（12,570）
　　消防費〔消防庁舎・消防車両等〕�    413�（385）
　　教育費〔学校・図書館・美術館･ヘルシープラザ等〕�   6,203�（5,961）
　　その他�   339�  （342）
 　　　計�   23,521�（23,580）
　　（うち土地10,412）�   　　� 　　
　　有　形　固　定　資　産　合　計�    23,521�（23,580）

2　投資等�
　　投資及び出資金�   93�  （91）
　　貸付金�    13� （14）
　　基金�     
　　　特定目的基金�  90�  （55）
　　　土地開発基金�  0�  （0）
　　　定額運用基金�   140�（140）
　　　基金計�  230�  （195）
　　退職手当組合積立金�   244�  （228）
　　投 　 　 資 　 　 等 　 　 合 　 　 計 �    580�（528）

3　流動資産 〔現金・預金・未収金〕�
　　現金・預金�     
　　　財政調整基金�   192�（144）�
　　　減債基金�   2� （2）
　　　歳計現金�   193�（250）�
　　　現金・預金計�   387�（396）�
　　未収金〔年度末で収入されていない町税等〕�     
　　　地方税�   885�（832）
　　　その他�   4� （0）
　　　未収金計�   889�（832）
　　流 　 動 　 資 　 産 　 合 　 計 � 1,276�（1,228）

　資　産　合　計� 25,377�（25,336）

負債の部〔将来において支払いや返済の必要があるもの〕

1　固定負債　〔１年を超えて支払いの期限が到来するもの〕�

　　地方債　〔借入金〕� 7,376�（7,506）
       
　　債務負担行為�      
　　　物件の購入等�  0�  （0）
　　　債務保証又は損失補償�  0�  （0）
　　　債務負担行為計� 0� （0）

　　　退職給与引当金�   2,755�（2,433）
       
　　固 　 定 　 負 　 債 　 合 　 計 � 10,131�（9,939）�

2　流動負債　〔１年以内に支払いの期限が到来するもの〕�
　　翌年度償還予定額�   774�（723）
       　　翌年度繰上充用金�   0� （0）
       
　　流 　 動 　 負 　 債 　 合 　 計 �  774�（723）

　負　債　合　計� 10,905�（10,662）

正味資産の部　〔社会資本形成のうち､国庫支出金・都道府県支出�
　　　　　　　 　 金・一般財源等、これまでの世代が負担した額〕�
　　国庫支出金�   2,182�（2,158）

　　都道府県支出金�  1,837� （1,893）
       
　　一般財源等�   10,453�（10,623）

　正　味　資　産　合　計� 14,472�（14,674）

　負 債・正 味 資 産 合 計 � 25,377�（25,336）

町民一人当たりのバランスシート

資　産
土地､建物､道路､
公園､基金など　

253億7,700万円�

（90万3,000円）

負　　債
地方債､退職給与引
当金など

109億500万円�

（38万8,000円）�

正味資産
国･県支出金､町税などの
一般財源等

144億7,200万円�

（51万5,000円）

（注）（　）内は町民一人当たりの金額です。
　　　平成19年3月31日現在の人口28,105人を基準

－ ＝

《正味資産》
　営利活動を目的としない地方公共
団体には、民間企業の「資本」に当
たる概念がないので、「正味資産」
という名称を用いています。

（平成19年３月31日現在）

〈注〉（　）内は前年度数値


